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幼児教育・保育の無償化制度の概要につ

いて 

 

 

 

 

 

保育施策推進担当 



１ 制度趣旨概要 

◆消費税率の引上げによる財源を活用し、子育て世代、子供たちに政策資源を投入 

◆子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」という。）における幼稚園、保育所、認定こども園 

 等の利用者負担額を無償化するとともに、子ども・子育て支援法を改正し、新制度の対象とはな 

らない幼稚園（未移行園）、認可外保育施設等の利用者への給付制度を創設 

◆併せて、就学前の障害児の発達支援についても、無償化 

 

２ 対象者・対象範囲 

◆３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供についての幼稚

園、保育所、認定こども園の費用を無償化 

◆保育の必要性のある子供については、認可外保育施設等を利用する場合でも無償化の対象 

 

具体的には、以下のとおり。 

・新制度の幼稚園、保育所、認定こども園及び地域型保育を利用する３歳から５歳までの子供た

ちの利用料を無償化。 

・新制度の対象とならない幼稚園（未移行園）についても、新制度の利用者負担上限額（月額

2.57 万円）を上限として無償化 

・０歳から２歳までの子供たちの利用料については、住民税非課税世帯を対象として無償化 

【補足（無償化の対象期間について）】 

添付資料の「幼児教育・保育の無償化に関する自治体向けFAQ、2019年5月30日版 No53（抜

粋）」を参照 

 

３ 実費徴収 

◆保護者から実費で徴収する費用（通園送迎費、行事費など）については、無償化の対象外 

◆幼稚園・保育所等の３歳から５歳までの子供たちの食材料費については、主食費・副食費ともに

施設による実費徴収。 

◆新制度の対象となる施設においては、公定価格内で副食費の免除を継続する（生活保護世帯やひ

とり親世帯等）とともに、免除対象者の拡充（年収360 万円未満相当の世帯）を図る。 

◆新制度の対象とならない幼稚園においても同様 

◆保育所等の０歳から２歳までの子供たちは、無償化が住民税非課税世帯に限定されるため現行制 

度を継続（実費徴収しない） 

 

４ 預かり保育事業 

◆幼稚園の預かり保育事業については、保育の必要性があると認定を受けた場合には、幼稚園利用 

料の無償化に加え、利用実態に応じて、認可保育所における利用料の全国平均額（月額3.7 万 

円）との差額である上限月額1.13 万円までの範囲で預かり保育の利用料を無償化（預かり保育 

の支給限度額は「利用日数×日額単価450円」）。 

◆保育の必要性の認定については、支援法第20 条第1 項に基づく保育の必要性の認定（２号認 

定）のほか、２号認定の基準と同等の内容で、新たに無償化給付のための保育の必要性の認定 

（新２号）を支援法上に設け、いずれかの認定を取得した場合が無償化の対象。 
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◆幼稚園が預かり保育を実施していない場合や十分な水準の預かり保育を提供していない場合に

は、幼稚園に加え、認可外保育施設等を利用する場合についても、無償化の対象。 

その場合の認可外保育施設等の無償化の上限額は、預かり保育に係る無償化上限月額1.13 万円 

から預かり保育に係る無償化給付の支給額を控除した額。 

 

５ 認可外保育施設等 

◆保育の必要性があると認定された３歳から５歳までの子供たちを対象として、認可保育所に 

おける保育料の全国平均額（月額3.7 万円）までの利用料を無償化。 

◆認可外保育施設のほか、一時預かり事業、病児保育事業及びファミリー・サポート・センター事

業も対象とし、複数のサービスを組み合わせて利用する場合も、上限額の範囲内で無償化の対象 

◆０歳から２歳までの子供たちについては、保育の必要性があると認定された住民税非課税世帯の

子供たちを対象として、認可保育所における保育料の全国平均額（月額4.2 万円）までの利用料

を無償化。 

◆無償化の対象となる認可外保育施設は、都道府県等に届出を行い、国が定める認可外保育施設の

基準を満たすことを必要とする。 

ただし、経過措置として、基準を満たしていない場合でも無償化の対象とする５年間の猶予期間

を設ける。 

【補足】 

認可保育所や認定子ども園又は地域型保育事業を利用している場合は、認可外保育施設等の利

用料は無償化の対象とはなりません。 

 

６ 就学前の障害児の発達支援 

満３歳になった後の最初の４月から小学校入学までの３年間を対象に、児童発達支援、医療型児

童発達支援、居宅訪問型児童発達支援及び保育所等訪問支援を行う事業並びに福祉型障害児入所施

設及び医療型障害児入所施設の利用料を無償化。 

また、幼稚園、保育所又は認定こども園とこれらの発達支援の両方を利用する場合は、ともに無

償化の対象。 

以 上 
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幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

関
す

る
都

道
府

県
等

説
明

会
別

冊
２

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
に

関
す

る

自
治

体
向

け
Ｆ

Ａ
Ｑ

【2
01

9年
５

月
30

日
版

】

※
本

F
A

Q
は

、
幼

児
教

育
・
保

育
の

無
償

化
に

関
す

る
F
A

Q
【
2
0
19

年
２

月
2
6
日

版
】
に

お
示

し
し

し
た

も
の

に
、

カ
テ

ゴ
リ

ー
の

再
編

、
内

容
の

追
加

及
び

一
部

修
正

を
加

え
た

も
の

で
す

。
（
備

考
欄

に
記

載
）

※
こ

の
F
A

Q
は

、
2
0
1
9
年

５
月

3
0
日

現
在

の
状

況
に

お
け

る
回

答
で

あ
り

、
今

後
も

問
や

回
答

に
つ

い
て

変
更

が
あ

り
う

る
旨

を
ご

了
承

い
た

だ
き

た
い

。
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［
2
0
1
9
年

５
月

3
0
日

版
］

9

【
４

．
施

設
等

利
用

給
付

認
定

】

N
o
.

事
項

問
答

備
考

5
1

保
育

の
必

要
性

の
認

定
対

象
外

者
の

取
扱

　
保

育
の

必
要

性
の

認
定

の
対

象
と

は
な

ら
な

い
場

合
（例

：専
業

主
婦

家
庭

等
）、

ど
の

よ
う

な
施

設
の

利
用

が
幼

児
教

育
・
保

育
の

無
償

化
の

対
象

に
な

り
ま

す
か

。

　
３

歳
か

ら
５

歳
ま

で
の

子
供

に
つ

い
て

、
幼

稚
園

、
認

定
こ

ど
も

園
（４

時
間

相
当

分
）は

無
償

化
の

対
象

と
な

り
ま

す
。

な
お

、
こ

の
場

合
、

預
か

り
保

育
は

無
償

化
の

対
象

と
な

り
ま

せ
ん

。
こ

の
ほ

か
、

就
学

前
の

障
害

児
の

発
達

支
援

（い
わ

ゆ
る

障
害

児
通

園
施

設
）
も

無
償

化
の

対
象

と
な

り
ま

す
。

1－
1
2
修

正

5
2

就
学

猶
予

の
取

扱

　
就

学
猶

予
に

よ
り

、
６

歳
以

上
児

が
認

可
保

育
所

や
幼

稚
園

等
を

利
用

し
た

場
合

は
、

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
の

対
象

と
な

り
ま

す
か

。
　

現
行

の
施

設
型

給
付

等
や

就
園

奨
励

費
補

助
に

つ
い

て
も

、
就

学
猶

予
の

場
合

は
、

６
歳

以
上

児
に

つ
い

て
も

給
付

の
対

象
と

な
っ

て
い

る
の

と
同

様
に

、
未

移
行

幼
稚

園
や

預
か

り
保

育
事

業
、

認
可

外
保

育
施

設
等

に
つ

い
て

も
、

施
設

等
利

用
給

付
の

対
象

と
な

り
ま

す
。

1－
2
0
修

正

5
3

幼
稚

園
等

の
無

償
化

対
象

期
間

　
３

歳
か

ら
５

歳
ま

で
の

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
の

開
始

年
齢

は
、

満
３

歳
に

な
っ

た
日

か
ら

で
す

か
。

満
３

歳
に

な
っ

た
最

初
の

４
月

か
ら

で
す

か
。

ま
た

、
６

歳
の

誕
生

日
に

無
償

化
が

終
了

し
て

し
ま

う
の

で
す

か
。

　
今

回
の

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
で

は
、

小
学

校
就

学
前

の
３

年
間

分
の

保
育

料
を

無
償

化
す

る
こ

と
を

基
本

的
な

考
え

方
と

し
て

お
り

ま
す

。
こ

の
た

め
、

保
育

所
等

を
利

用
す

る
子

供
に

つ
い

て
、

年
度

途
中

に
満

３
歳

に
な

っ
て

も
、

翌
年

度
の

４
月

か
ら

の
利

用
料

が
無

償
化

さ
れ

、
ま

た
、

年
度

途
中

に
満

６
歳

に
な

っ
て

も
、

そ
の

年
度

の
３

月
ま

で
の

利
用

料
は

無
償

と
な

り
ま

す
。

こ
れ

は
、

就
学

前
の

障
害

児
の

発
達

支
援

に
お

い
て

も
同

様
で

す
。

①
②

　
一

方
、

幼
稚

園
に

つ
い

て
は

、
学

校
教

育
法

上
、

満
３

歳
（
３

歳
に

な
っ

た
日

）か
ら

入
園

で
き

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
、

満
３

歳
児

は
翌

年
度

の
４

月
③

を
待

た
ず

年
少

ク
ラ

ス
に

所
属

す
る

場
合

も
多

い
、

現
行

の
幼

稚
園

就
園

奨
励

費
も

満
３

歳
か

ら
補

助
対

象
と

し
て

い
る

、
と

い
っ

た
他

の
施

設
・事

業
に

は
な

い
事

情
を

踏
ま

え
、

満
３

歳
に

な
っ

た
日

か
ら

無
償

化
の

対
象

と
な

り
ま

す
（
認

定
こ

ど
も

園
（教

育
・
保

育
給

付
第

１
号

認
定

）
、

特
別

支
援

学
校

幼
稚

部
を

含
む

）
。

　
た

だ
し

、
幼

稚
園

の
預

か
り

保
育

事
業

に
つ

い
て

は
、

保
育

所
等

と
の

公
平

性
の

観
点

か
ら

、
住

民
税

非
課

税
世

帯
を

除
き

、
翌

年
度

（
４

月
）か

ら
が

施
設

等
利

用
給

付
の

対
象

と
な

り
ま

す
。

1－
2
1
修

正

5
4

階
層

判
定

の
要

否

　
幼

児
教

育
・
保

育
の

無
償

化
の

実
施

後
も

、
３

歳
か

ら
５

歳
ま

で
の

子
供

の
利

用
者

負
担

額
の

階
層

判
定

は
必

要
で

す
か

。
　

３
歳

か
ら

５
歳

ま
で

の
子

供
の

幼
稚

園
、

保
育

所
、

認
定

こ
ど

も
園

等
の

利
用

に
お

い
て

は
、

今
般

の
幼

児
教

育
・
保

育
の

無
償

化
に

伴
い

、
保

育
料

の
算

定
に

あ
た

っ
て

は
階

層
区

分
の

判
定

は
不

要
と

な
り

ま
す

が
、

副
食

費
の

免
除

等
に

あ
た

っ
て

、
所

得
情

報
の

確
認

が
必

要
と

な
り

ま
す

。

5
5

個
人

番
号

や
住

基
ネ

ッ
ト

の
活

用

　
施

設
等

利
用

給
付

認
定

の
際

に
、

対
象

者
の

確
認

や
、

食
材

料
費

を
施

設
に

よ
る

徴
収

と
し

た
こ

と
等

に
伴

う
所

得
確

認
事

務
に

お
い

て
、

個
人

番
号

（マ
イ

ナ
ン

バ
ー

）
や

住
基

ネ
ッ

ト
を

利
用

す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
か

。

　
今

般
の

改
正

に
よ

り
、

番
号

法
別

表
第

１
及

び
住

民
基

本
台

帳
法

別
表

第
２

及
び

別
表

第
４

に
、

現
行

の
「
子

供
の

た
め

の
教

育
・
保

育
給

付
の

支
給

に
関

す
る

事
務

」に
加

え
、

「
子

育
て

の
た

め
の

施
設

等
利

用
給

付
の

支
給

に
関

す
る

事
務

」が
加

え
ら

れ
、

改
正

法
の

公
布

と
併

せ
て

下
位

法
令

の
手

当
も

行
う

予
定

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

こ
れ

ら
事

務
の

処
理

の
た

め
に

個
人

番
号

や
住

基
ネ

ッ
ト

を
利

用
す

る
こ

と
は

可
能

で
す

。
　

ま
た

、
食

材
料

費
を

施
設

に
よ

る
徴

収
と

し
た

こ
と

等
に

伴
う

所
得

確
認

に
つ

い
て

、
同

一
市

町
村

内
に

お
け

る
、

い
わ

ゆ
る

「庁
内

連
携

」
に

つ
い

て
は

、
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

法
の

改
正

法
の

施
行

の
日

か
ら

利
用

可
能

と
な

り
ま

す
。

　
一

方
、

市
町

村
を

ま
た

ぐ
情

報
連

携
に

つ
い

て
は

、
デ

ー
タ

標
準

レ
イ

ア
ウ

ト
の

整
備

等
所

要
の

準
備

が
必

要
に

な
り

ま
す

の
で

、
令

和
３

年
６

月
以

降
の

予
定

で
す

。
な

お
、

デ
ー

タ
標

準
レ

イ
ア

ウ
ト

の
整

備
が

な
さ

れ
る

ま
で

の
間

に
お

い
て

は
、

公
用

照
会

を
活

用
す

る
な

ど
、

申
請

者
に

添
付

書
類

を
求

め
る

の
は

最
小

限
に

す
る

よ
う

配
慮

を
お

願
い

し
ま

す
。

 

3－
1
6
修

正

5
6

追
加

認
定

　
幼

稚
園

や
認

定
こ

ど
も

園
に

お
い

て
、

教
育

・保
育

給
付

認
定

第
１

号
認

定
を

取
得

し
た

子
供

が
利

用
す

る
預

か
り

保
育

事
業

が
施

設
等

利
用

給
付

の
対

象
と

な
る

た
め

に
は

、
別

途
、

施
設

等
利

用
給

付
第

２
・３

号
認

定
が

必
要

に
な

る
の

で
す

か
。

　
教

育
・保

育
給

付
第

１
号

認
定

を
取

得
し

て
幼

稚
園

や
認

定
こ

ど
も

園
を

利
用

し
て

い
る

子
供

の
場

合
、

預
か

り
保

育
事

業
が

無
償

化
の

対
象

と
な

る
た

め
に

は
、

当
該

第
１

号
認

定
に

加
え

て
、

施
設

等
利

用
給

付
第

２
号

又
は

第
３

号
認

定
が

必
要

と
な

り
ま

す
。

4
－

1
修

正

5
7

み
な

し
認

定

　
既

に
教

育
・保

育
給

付
第

２
・３

号
認

定
を

取
得

し
た

子
供

が
認

可
外

保
育

施
設

や
幼

稚
園

の
預

か
り

保
育

事
業

等
を

利
用

す
る

場
合

、
無

償
化

の
対

象
と

な
る

た
め

に
は

、
別

途
、

施
設

等
利

用
給

付
第

２
・
３

号
認

定
が

必
要

に
な

る
の

で
す

か
。

　
す

で
に

教
育

・
保

育
給

付
第

２
・３

号
認

定
を

取
得

し
て

い
る

場
合

、
認

可
外

保
育

施
設

や
幼

稚
園

の
預

か
り

保
育

事
業

等
の

無
償

化
に

つ
い

て
、

新
た

な
認

定
を

申
請

す
る

必
要

は
あ

り
ま

せ
ん

。
こ

の
場

合
、

現
在

取
得

し
て

い
る

教
育

・
保

育
給

付
第

２
・
３

号
認

定
を

施
設

等
利

用
給

付
第

２
・３

号
認

定
と

み
な

す
こ

と
と

し
て

い
ま

す
。

4
－

2
修

正

5
8

認
定

事
由

　
幼

稚
園

の
預

か
り

保
育

事
業

や
認

可
外

保
育

施
設

を
利

用
し

て
施

設
等

利
用

費
の

支
給

を
受

け
る

場
合

の
施

設
等

利
用

給
付

第
２

・
３

号
認

定
の

基
準

は
、

教
育

・保
育

給
付

第
２

・
３

号
認

定
と

全
く
同

一
に

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
か

。
自

治
体

の
判

断
で

差
を

設
け

る
こ

と
は

可
能

で
す

か
。

　
ま

た
、

保
育

の
必

要
性

の
認

定
事

由
は

、
教

育
・
保

育
給

付
第

２
・
３

号
認

定
と

施
設

等
利

用
給

付
第

２
・３

号
認

定
と

で
考

え
方

や
取

り
扱

い
が

異
な

る
も

の
は

な
い

の
で

し
ょ

う
か

。

　
幼

稚
園

の
預

か
り

保
育

事
業

や
認

可
外

保
育

施
設

に
つ

い
て

は
、

特
定

教
育

・保
育

施
設

（保
育

所
・
認

定
こ

ど
も

園
）
又

は
特

定
地

域
型

保
育

事
業

に
入

る
こ

と
の

で
き

な
い

場
合

の
代

替
措

置
と

し
て

今
回

幼
児

教
育

・
保

育
の

無
償

化
の

対
象

と
な

っ
た

こ
と

を
踏

ま
え

る
と

、
教

育
・
保

育
給

付
第

２
・３

号
認

定
を

取
得

可
能

で
あ

る
に

も
か

か
わ

ら
ず

、
こ

れ
ら

が
無

償
化

の
対

象
と

な
ら

な
い

と
い

っ
た

事
態

は
避

け
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

　
し

た
が

っ
て

、
施

設
等

利
用

給
付

第
２

・
３

号
認

定
の

基
準

は
、

基
本

的
に

教
育

・
保

育
給

付
第

２
・
３

号
認

定
の

基
準

と
同

等
の

も
の

と
す

る
必

要
が

あ
り

、
自

治
体

の
判

断
で

こ
の

差
を

設
け

る
こ

と
は

で
き

ま
せ

ん
。

法
に

お
い

て
も

、
施

設
等

利
用

給
付

第
２

・
３

号
認

定
の

保
育

の
必

要
性

に
つ

い
て

は
、

現
在

の
保

育
認

定
に

係
る

事
由

を
そ

の
ま

ま
引

用
す

る
形

で
定

め
ら

れ
て

い
ま

す
。

4
－

3
修

正

5
9

認
定

事
由

　
法

で
施

設
等

利
用

給
付

認
定

に
は

、
教

育
・保

育
給

付
認

定
の

よ
う

に
保

育
の

必
要

性
に

応
じ

た
保

育
標

準
時

間
・短

時
間

等
の

考
え

方
は

あ
り

ま
せ

ん
が

、
短

時
間

・
標

準
時

間
で

分
け

て
認

定
す

る
こ

と
が

必
要

は
な

い
の

で
す

か
。

　
無

償
化

の
要

件
と

し
て

、
短

時
間

・
標

準
時

間
を

分
け

て
認

定
す

る
必

要
は

あ
り

ま
せ

ん
。

4
－

6
修

正

5


